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１（２）内陸地震 
 

「内陸地震」計画推進部会長 松本 聡（九州大学大学院理学研究院） 

副部会長 上嶋 誠（東京大学地震研究所） 

 

 内陸地震部会では，内陸地震発生のモデル化を進め，災害軽減に貢献するために，内陸地震の発生場

と発生機構の解明，およびその発生予測に関する研究を推進している。また，空間的な地震発生ポテン

シャルを推定する手法開発をめざした研究を進めている。 

 内陸地震発生ポテンシャルを評価するための重要なパラメータとして，日本列島内陸にかかる広域

的なローディング，それに対する地殻応答，個別の断層へのローディングや断層強度などがあげられ

る。昨年度初頭に熊本地震が発生したため，その発生メカニズムの解明のための多岐にわたる観測研

究が実施されたほか，2011 年東北地方太平洋沖地震後の変動場を精密に観測することで，断層へのロ

ーディング機構や粘弾性構造などを推定する研究が実施された。その他の全国各地の内陸地震発生域

においても，地殻活動の時空間的変化やその変化を担う背景構造の調査が進められた。また，地震発生

ポテンシャル評価の確立に向けての試行が開始された。 

 岩石や間隙流体の物理・化学的特性を明らかにするための室内における実験研究から，流体がレオ

ロジー特性や速度構造・比抵抗構造特性に及ぼす影響についての理解が進んだ。一方，様々な地殻変動

モデリングを行う上で基本的な情報となる，日本列島基本構造モデルのコンパイルが進められた。 

 さらに，関連する研究課題を取りまとめて得られる様々なパラメータを入力情報として，実際に地

震活動評価を行い，災害発生予測や災害誘因予測につなげる研究手法の検討が始められた。以下にこ

れらの成果の概要を記す。 

 

1．地震・火山現象の解明のための研究 

 

（1）地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理 

 平成 28 年度において，背景地図の多様化と活断層線および調査地点情報の検索方法の修正を行っ

ていた。 

 平成 29年度の成果として，背景地図の多様化については，現在のシステムで表示が可能な「Google 

Maps」，「簡易地図」，「地理院地図」に加えて，地形陰影図や航空写真等を表示させる機能を実装した。

これにより，活断層と地形や事物との関係の認識がより容易になることが期待される。活断層線およ

び調査地点情報は，改良を加え，緯度経度情報に基づいて情報が得られるように改良した．（産総研[課

題番号：5002]）。 

 

（2）低頻度大規模地震・火山現象の解明 

ア． 史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山現象の

解明 

 低頻度大規模地震現象の解明へのひとつのアプローチは，過去の大地震の痕跡を詳細に調査し，位

置，規模，頻度などを復元することにある。明瞭な地表地震断層を出現させた神城断層地震および熊本

地震の調査は，こうした観点からきわめて重要な意味を持つ。平成 29年度には，熊本地震や神城断層
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地震の調査を継続しながら，高解像度ＤＥＭデータの活用手法の確立と歴史地震の再検証を行った。 

 ＤＥＭデータの活用手法に関しては，人口集中域でも使用可能な軽量 UAV による空撮画像を用い，

SfM-MVS 解析による地形モデルの作成を試みた。得られた地形モデルは，地表踏査による計測結果と一

致し，十分な精度が達成されていることが明らかになった。海陸を統合した地形データによる沿岸域

の変動地形については，沿岸海底の地形データを可能な限り収集して数値標高モデル（DEM）を生成し，

陸上の DEM とあわせ，1枚の画像で海陸を判読できる統合した地形アナグリフを作成した。その方法に

基づいて南西諸島南部の石垣島とその周辺の変動地形を解析した結果，石垣島南東沖で北東─南西方

向に延びていると推定されていた活断層に調和的な変動地形を抽出することができた。 

 地表地震断層を活用した過去の地震像の解明に関する調査は，糸魚川―静岡構造線活断層帯神城断

層中北部，庄内平野等で進められている。 

 また，地震断層の形状・変位量・変位様式と，甚大な建物被害が発生した領域との関連性について，

調査が進められた。2016 年熊本地震では，倒壊などの建物の甚大な被害が偏在し，特に地震断層（＝

活断層）から数百メートル以内の範囲で発生したことが特徴の一つとして挙げられていた。この甚大

被害の集中要因を明らかにするため，地震断層の分岐・ステップ形状，断層末端部の形状について定性

的な検討を行った その結果，断層の分岐部や末端部に特に甚大被害が集中していたことが明らかにさ

れた。一方，表層地質も被害の増大を大きく規定していることが明らかとなった。（名古屋大学[課題番

号：1702]）。 

 

（3）地震・火山噴火の発生場の解明 

ウ）内陸地震と火山噴火 

 内陸地震発生機構解明のためには，地震発生域に載荷される応力とその領域の強度との関係を把握

し，推定された応力・強度分布と地震発生の時空間分布との相関を明らかにする必要があるが，現実的

にはなかなか容易に達成されることではない。そこでまず，ある領域の地震発生ポテンシャルの把握

に向けた研究の推進が必要である。そのためには，日本列島を取り囲むプレート運動や沈み込みによ

って形成される広域の応力載荷の状況を明らかにし，その応力載荷に対する内陸地殻の弾性・非弾性

応答を把握するための観測やモデル化を行うことで，内陸地殻の応答特性を明らかにすることが求め

られる。さらに，個々の内陸地震の発生予測のためには，広域の応力載荷に対していかに個別の断層へ

応力が集中するか，またどのような条件でそれぞれの断層の強度が低下するかを明らかにする必要が

ある。 

 昨年度の熊本地震や 2011年東北地方太平洋沖地震が発生したことで，日本列島規模の顕著な応力場

変化が起きていることは論を待たない。このため，その応力変化が継続しているこの数年間は，現実の

観測から，内陸域の応答特性を把握し得る非常に貴重な時期にさしかかっていると考えられる。その

ことを念頭において，本年度においても，従来実施してきた複数の地域における構造や地震活動を対

比するための観測，およびデータ整理が進められた。また，個別の地域において，発生場の推定，それ

らのモデル化が試みられた。 

 本部会では，さらに他部会との連携を重視してきた。その一環として，昨年度，各地域で行われてき

た研究結果を整理し，日本列島の内陸地震発生域での地震発生域と地震波速度構造との関係について

見いだされた経験則を 「(2) モニタリングによる地震活動予測，ウ. 地震活動評価に基づく地震発生

予測・検証実験」へ提供し，その経験則の有効性の検証を開始した（地震研[課題番号：1504]）。 
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・2016 年熊本地震 

 2016 年 4月 14 日から発生した熊本地震の一連の活動は，M6.5 の最大前震から開始し，16日に M7.3

の本震が発生し，その両方の地震をあわせて大きな被害を及ぼした。大学および関係機関は，その前震

の発生後に直ちに現地で観測を開始したため，貴重な観測データを得ることができ，この一連の地震

の特性がより明らかにされつつある。 

 震源分布を詳細に検討した結果，震源断層の形状が求められた。その結果：１）最大前震（M6.5)は

東南東傾斜の断層から破壊が始まり，西傾斜の断層へ広がった。２）本震（M7.3)は深部の東南東傾斜

横ずれ断層から開始し，布田川断層走向と日奈久断層走向の二つの面で大きなすべりを起こした。３）

複数の断層面は複雑に分布している。ことなどが明らかになった。また，余震活動や構造，応力場解析

からは：１）地震時のすべり方向は応力場によって規定されている。２）地震前の応力場に対して，最

適な面で大きなすべりが起こったが，周辺域まですべりが及んだ。３）大きなすべりは D95 の範囲内

で発生している。４）地震後，活動は下部に拡大し断層の下部延長の存在が示唆された。５）低比抵抗

層が本震の発生に関連がある可能性が明らかになった。これらの結果（図１）は，強震動予測の高度化

が可能であることを示すと同時に，正しいすべり分布の推定のために，応力場の事前把握が重要であ

ること，適切な断層面形状の設定が必要であることを示す。（九州大[課題番号：2201]）。 

 熊本地震震源域周辺の 80点のデータを用いて行った比抵抗構造 3次元解析では，本震時の大きなす

べり域の近傍には高比抵抗が存在することが明らかになった。また，熊本地震震源域に低比抵抗体が

イメージングされた。深さ 13km では東西 10 km，南北5 km ほどの広がりをもつ低比抵抗領域が推定さ

れ，前震，本震の破壊開始点はこの低比抵抗体の北縁に位置している。余震はこの低比抵抗体を避ける

ように分布している。深さ 18km では北北東―南南西方向に 50km ほど伸びる低比抵抗体が推定され，

先に述べた深部震源域の地震はこの低比抵抗体の東縁で発生している。本震発生や日奈久，布田川断

層にわたる地震の連動は深部低比抵抗層が強く関与していることを示唆している。また，熊本地震発

生後，震源の西側に面上に拡大していった余震群はすべて高比抵抗領域で発生している。より広域的

には，阿蘇山直下にも低比抵抗がイメージングされ，これと，熊本地震震源域の２つの低比抵抗体に挟

まれた領域で熊本地震本震の破壊が生じたことが示唆された。（九州大[課題番号：2201]） 

 一方，InSAR 解析から余効変動の抽出，余効変動のモデル化を実施した。2方向の SAR 干渉データを

用いることで，地表の準東西，準上下成分を抽出した。布田川断層周辺で西向き及び隆起が，それより

西側の宇土区間周辺では東向き及び沈降が検出した。注目すべき点は，地震時に大きく滑った布田川

断層を境にして変位の食い違いが見られないことで，断層の南北側とも隆起および西に変位している

ことが分かった。GNSS データの時系列解析から，余効変動は，地震直後 60日間程度は急激な変動が続

いたが，その後はゆっくりとした変動が続いている。変動速度は小さいものの，2018 年 2 月現在も継

続している。水平二層構造のモデリングから粘性緩和による変動を観測データから取り除き，余効滑

りをフォワードモデリングで求めた。余効滑りは布田川断層と日奈久断層帯の境界付近で大きな滑り

が見出された（図２）。また，粘性緩和による変動は徐々に減衰するものの 10年後でも年間数 mmの変

動が予測されることが分かった。（国土地理院[課題番号：6001]）。 

 

・東北地方の地殻応答 

 東北地方太平洋沖地震（以下，東北沖地震）後の地殻変動が継続している今期計画の研究期間は，そ
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の現象の詳細を観測によってとらえることで，定常的な地殻変動下では決定しづらいレオロジー構造

を推定しえる重要な機会であると考えられる。このことをふまえ，今年度においても，地震・GNSS 観

測を実施して変動場の把握を継続する一方で，地震発生直後から現在に至る時間的変動についての議

論を展開した。また，現有のデータや物質科学的条件から地殻変動のシミュレーションを行い，不均一

なひずみ速度分布を説明するモデルの検討が進められた。 

 東北沖地震後に活発化した内陸地震群について，震源域での応力場を求めた。その結果，現在は地震

活動が低下しているものの，応力場は変化しておらず，東北沖地震の影響が未だに残っていると考え

られた（図３）。これは，地殻強度や絶対応力の値，その空間変化を知る上できわめて重要な情報であ

り，今後も応力場の時間変動を継続的に測定する必要がある。 

 東北沖地震後の 1 ヶ月後に発生した福島県浜通りの地震（M7.0）震源域の稠密地震観測網で観測さ

れた自然地震波形から地殻内の S 波反射面のイメージング解析を行った。地震活動域下部に見つかっ

た顕著な２つの反射面群は低速度・高ポアソン比とされる領域の上端に位置するため，地殻内流体の

存在を強く示唆し，地震活動は地殻流体によって引き起こされたと考えられる。これは地殻応答が地

域によって異なることを示す。（東北大[課題番号：1203]）。 

 一方，このような地域による地殻応答の違いは GNSS解析によってその領域区分が見出されうること

が示されている。東北沖地震前の 2010 年 1月 1日から 2011 年 3月 8日までの期間の北海道の GNSS 速

度データに対してクラスタ解析を適用した結果，オホーツクプレートの運動を代表とするクラスタと

太平洋プレートとのプレート間カップリングによるプレート内変形の影響を強く受けているクラスタ

が得られ，クラスタ境界は既存断層系や先行研究によるブロック境界と良い一致が見られた。（東北大

[課題番号：1203]） 

 また，地殻応答に強く関連している粘性構造についての示唆が重力測定から得られている。東北地

方の 5 点及び北海道太平洋岸の 3 点，及び関東地方 2 点で，精度 1 マイクロガル程度の高精度絶対重

力測定を実施した。そのうちの仙台，江刺（岩手県），筑波山について，2011 年～2014 年に見られてい

た隆起と重力減少の対応関係が，2014 年以降は消失しており，2014 年ごろから粘弾性効果が次第に顕

著になったことを強く示唆する。2017 年 5～7 月に，東北全域及び北海道の太平洋岸の約 60点で，精

度 10μ ガル程度のハイブリッド重力観測を実施した結果，2014 年を境に空間的な重力変動パターン

も大きく変わっていることがわかった。（東北大[課題番号：1203]） 

 東北地方における 3 次元レオロジーモデル構築に向けては，複数の課題（東北大[課題番号：

1203,1204]，東大地震研[課題番号：1408]，京都大学[課題番号：1905]）が連携して，研究を進めてい

る。 

 今年度は Barbot et al. (2017) によるプログラムを使用し，Tomita et al. (2017) で報告された

2016 年までのデータを元に，東北沖地震の余効変動のモデリングを行った。定常粘性の推定のために，

Horiuchi and Iwamori (2016) による沈み込み帯のコーナーフローを含む数値計算によって推定され

た温度構造を用い，カンラン石のべき乗流動則と Burgers レオロジー，および速度強化摩擦則を用い

て余効すべりをモデル化した。その結果，本モデルは，水平方向・上下方向ともに余効変動データをよ

く再現している。 

 また，不均質レオロジー構造を考慮した地表上下変動のモデル化を通じて，2011 年東北沖地震発生

前に約 100 年間続いていた東北日本前弧域の大きな沈降(3-4mm/yr）のメカニズムの解明を試みた。有

限要素法を用いて巨大地震サイクルのモデル計算を行った結果，浅部アスペリティの固着が数百年に
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わたり継続することで，マントルウェッジ及びプレート境界深部の粘性剪断帯における粘弾性緩和が

進行し，プレート境界深部のすべり欠損レートが時間とともに増加するという結果が得られた。これ

は，前弧域での大きな隆起(0.5-1.5m)が，巨大地震サイクル後半にかけての沈降速度増加，巨大地震後

50-100 年の地震後の粘性剪断帯における粘弾性緩和に律速される長い時定数の余効すべりによって生

じる事を示している。（東北大[課題番号：1203,1204]） 

 

・その他の内陸地震活動域での応力場，ひずみ速度場，地震発生場の研究 

規模の大きな地震の特性： 

鳥取県中部の地震 

 2016 年鳥取県中部の地震の発生を受けて，その断層端の特性を解明することなどを目的として，京

大，九大および東大地震研により余震観測を行った(新学術領域「地殻ダイナミクス」との共同研究)。

図４は余震域の南端付近におけるP軸およびT軸の方位分布を深さ5km水平面に投影したものである。

P 軸，T 軸とも，推定断層の中央部(X=-0.42 付近)を境に，その東西で方位にギャップが見られる。こ

れは，Yukutake et al.(2007)による鳥取県西部地震の南端付近で発見されたものと同様のもので，本

震による応力変化と調和的な方位分布となっている。図４左における各P軸の丸印の色はP軸のplunge

を示している。推定断層の東側，南端付近に正断層を示す P軸の plunge の大きな余震が集中して起こ

っている。メカニズム解の 2 つの節面に対する本震のすべりによる応力変化(dCFF)をみると，多くの

余震に対して dCFF がプラスの値となっている。これらのことは，鳥取県中部の地震に関しては，単純

なすべり分布にも関わらず，余震は，基本的には，本震による応力変化により引き起こされていること

を示している。鳥取県西部地震の結果とも調和的である(Yukutake and Iio, 2017)。鳥取県中部の地

震に関しては，余震の発生において，間隙水圧による強度低下を考慮しなくても良い可能性を示唆し

ている。 

 また，本震と同じ横ずれ断層に対する dCFF をみると，断層端で大きな値となっているが，それに対

応するような横ずれ型の余震は，その付近では起こっていない。応力変化の極めて大きな断層端にお

いて，応力変化と調和的な余震が発生しないことは，断層端において，本震を起こしたような横ずれ型

のせん断応力が断層の強度よりはるかに小さいことを示唆している。これは，断層端において地震前

に応力緩和が起こっていたか，あるいは，そもそも応力集中が起こっていなかった可能性が考えられ

る。いずれにしても，大地震前の応力場の不均一により，来るべき地震のサイズが規定されており，断

層端は，せん断応力が小さい特殊な領域である可能性が考えられる。この推定が正しければ，今後，隣

接領域で大地震が続いて発生する可能性は極めて低いものと予想される。（京大防災研[課題番号：

1907]） 

 鳥取県中部の地震(Mj6.6)について，InSAR，GNSS，強震計による変位データを用い，地震時及び地震

後のすべり分布の推定をおこなった。推定された地震時すべり分布より，すべりの大きな領域は震源

の北西側にあり，地表にはすべりが達していないことがわかった。最大すべり量は 1.34m であり，地

震モーメントは F-net モメントテンソル解(Mw 6.2)とほぼ等しい。 

 地震後７ヶ月間の余効すべり分布から，余効すべりは震源断層の地震時すべり域の浅部に発生して

いることがわかった。余効すべり量は最大 14cm に達し，深さ 6km より深部では有意なすべりは推定さ

れなかった。余効すべりのモーメントは，2.54×1017 N•m(Mw 5.54)と推定され，本震の〜11%に相当す

る。地震時すべりと余効すべりが相補的な空間分布をしていることは，余効すべりが本震の応力変化
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によって駆動されたことを示していると考えられる。（京大防災研[課題番号： 1907]）。 

カイコウラ地震： 

 ニュージーランド南島北部で発生した，2016 年カイコウラ地震の本震発生前後で行われた臨時地震

観測のデータを使用して，地震の発震機構解から地震前後の応力場や強度を求めた。その結果，本震前

後での応力場の主軸方向の変化は大きくなく，日本などで行われた既往研究と比べて差応力が大きい

可能性があることがわかった。（東北大[課題番号：1203]）。 

 

地殻構造と地震発生場 

東北日本： 

 2008 年岩手・宮城内陸地震の余震には南北圧縮の発震機構解を持つ地震が，余震域の中心付近で発

生しており，しかも東傾斜の面状の震源分布を示している。面の走向・傾斜と発震機構解の節面の走

向・傾斜がまったく異なるので，この分布は弱帯の分布を表すと考えて，応力場と Vp/Vs 構造を検討

したところ，余震域はほとんどが Vp/Vs が 1.70 未満の領域となっているのに対して，このような特異

な地震は本震による南北圧縮の差応力増加が8 MPa 以上で，Vp/Vs が 1.70程度の場所で発生してい

ることがわかった（図５）。東北地方の上部地殻は石英が多くて基本的に Vp/Vs が 1.50-1.70 程度であ

り，水がクラック状に含まれていると1.70 以上となると解釈される。（東北大[課題番号：1204]） 

 マグマ生成場については，島弧接合部およびスラブ端での流体・マグマ生成過程に注目し，島弧火山

岩の化学・同位体組成からマントルのマグマ生成場や地殻流体の発生と移動の制約を試みた（Nakamura 

et al., 2018）。具体的には，中部日本，東北日本，およびその遷移帯の火山で岩石学的・地球化学的

研究を行った結果，（１）関東北部から東北南部にかけて沈み込んだフィリピン海スラブについて，従

来，地震学的制約からその北限とされていた境界よりもさらに北の火山からも，フィリピン海スラブ

由来と考えられる流体成分が検出された。詳細な検討の結果，フィリピン海スラブの物質学的北限が，

地震学的北限よりも 100 ㎞近く北まで伸びていることが示された。（京大防災研 [課題番号：1905]） 

中四国： 

 2014 年度以降，四国地方の大局的な比抵抗構造の地域特性を解明するために，比抵抗調査空白域に

おいて経度及び緯度方向に 10分毎のメッシュを設定し，基盤的比抵抗構造研究を実施している。現在

までに得られた MT応答関数から，determinant impeadance を計算し，それらに１次元 Occam inversion

を適用することで深度別比抵抗分布を推定した。その構造的特徴は，深度 2km では，四国地方の中央

構造線をはじめとする顕著な構造線の走向方向とおおむね調和するようにみえる。深度 15kmの比抵抗

分布は，中央構造線周辺域を境とする相対的な高/低の比抵抗構造の存在を示唆する。深さ 15km 以浅

の震央分布との対応をみれば，中央構造線周辺より北側では高比抵抗域と明瞭な対応がみられる。一

方，南側は必ずしもそうではなく，分解能をあげた面的な観測を実施する必要がある。また，気象庁の

一元化データを用いて推定された下部地殻深度 18km の P 波速度偏差図(津田， 2017)との対応をみれ

ば，低速度域と低比抵抗領域との対応関係が確認された。（京大防災研[課題番号：1907]） 

九州： 

 広帯域 MT 観測を，雲仙，霧島山麓，宮崎県の 合計 170 点で実施した。これまでに蓄積してきた広

帯域 MTデータと併せて九州全域を対象に 1次元解析した結果，場所によって 4桁程度，比抵抗値が変

化することが明らかになった。1993 年 1 月から 2017 年 12 月までの地震分布と比較すると，顕著な低

比抵抗領域では地震の発生頻度は低いが，大崩山花崗岩体など顕著な高比抵抗を示す領域も同様に地
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震の発生頻度が低いことが明らかになった。（九州大[課題番号：2201]） 

 

応力場 

 2000 年鳥取県西部地震域での稠密地震観測データを用いて推定された約 4000 イベントの余震の発

震機構解（メカニズム解）から，本震断層周辺域の応力場の不均質性についての評価を行った。その結

果，余震域全体でみると空間的に均質な応力場が卓越していた。一方で，本震時に大きな滑りを生じた

余震域南部，本震断層南端部では不均質性が大きい。この領域では，応力逆解析法により，本震すべり

による静的応力変化の方向と調和的な応力軸の東西方向への回転が推定された。この領域での応力場

の不均質性は，本震断層端での応力集中によってもたらされた可能性がある。（京大防災研[課題番号：

1905]）。 

 関東地方において発震機構解をコンパイルし，関東地域の応力マップを作成した。応力マップを作

成する際には応力テンソルインバージョンを使用することが多いが，今年度は SHmax 方位と応力場の

タイプを簡便に推定する方法を検討した。同法によって推定された応力分布の特徴は，応力テンソル

インバージョンによる結果と調和的であった。同法は，応力テンソルインバージョン法と比較すると，

応力比を推定できない欠点はあるが，断層面の選択をしないで解析が行えるという大きな利点がある。 

 震源域の応力状態とそこで発生する地震の発生様式の関連性を明らかにするため，複数の地震につ

いて調査を進めた。2014 年長野県北部地震については，前震活動の震源特性を詳しく調べたところ，

通常の地震と異なり，Mw1.5以下で震源パラメータの相似則が崩れることが明らかとなった（Imanishi 

and Uchide, 2017）。また，適切な応力場と断層形状を与え，動的破壊シミュレーションにより，本震

の破壊過程の再現にも成功した（Ando et al., 2017）。茨城県北部・福島県浜通りにおける地震につ

いて，微小地震のモーメントマグニチュード(Mw)と気象庁マグニチュード(Mj)との比較を行った結果，

Mjが Mw に比べて系統的に小さいことが見いだされた(Uchide and Imanishi, 2018)。これは，主に地

震波形のデジタル変換におけるアンチエイリアシングフィルタに起因すると考えられ，Gutenberg-

Richter 則の b値は，Mjを用いたときに比べて，Mwを用いたときの方が大きくなることが示された。

さらに，観測事実に基づいて，Mjと Mw の変換式が定められた。この結果は，地震活動を用いた地震発

生予測等の研究に直接影響を与え，より地震の実態に即したパラメータを用いた研究が行えるように

なるものである。 

 2016 年大韓民国慶州(キョンジュ)地震については，韓国地質資源院(KIGAM)と共同研究が実施された

(Uchide and Song, GRL, under review )。本震(ML 5.8)と最大前震(ML 5.1)について，強震波形を用

いた断層すべりインバージョン解析を行った結果，両者の破壊伝播方向が逆向きであったと推定され

た。また，応力降下量は，平均で 10 MPa を超える高い値が示された。さらに，余震分布の解析から，

両者が平行な 2 枚の断層でそれぞれ発生したことも明らかになった。これらの結果は，雁行配列をし

た断層における応力集中により，強度の高い断層が破壊された可能性を示唆する。（産総研[課題番号：

5008]）。 

 

変形場 

中部日本： 

 跡津川断層系において臨時GNSS観測を実施し，ALOS衛星が撮像したSAR画像の長波長ノイズをGNSS

データから得た速度場を用いて補正した上で InSAR 時系列解析を行い，地震間地殻変動を非常に高い
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解像度で検出することに成功した(Takada et al., 2018)。変位勾配は跡津川断層系の主要な断層の一

つである牛首断層を挟んで大きな勾配を持つことが明らかになった。このように，InSAR と GNSS を組

み合わせることで，歪集中帯内部の歪が不均質であることが明らかになってきた。さらにこの時系列

解析の妥当性を検証するために，解析領域をさらに東西方向に広げ，歪集中域における総変位量が時

間とともにどのように増加したかの検討を行った。その結果，総変位量は，多少のゆらぎはあるもの

の，時間とともに着実に増加していたことが明らかとなった。このことによって，水蒸気に起因する擾

乱の影響を完全には除去しきれていない可能性は残されたものの，確かに地殻変動が検出できている

ことが検証された。（京大防災研[課題番号： 1907]）。 

北海道： 

 屈斜路カルデラ周辺においてGNSS 観測を実施し，カルデラ周辺の地殻変動速度・ひずみ場の推定を

行った。またこの結果に基づいて今後のモデル化に必要な力源等について検討を行った。連続および

繰り返し GNSS観測の結果から，カルデラ内の地殻変動が少なくとも 2013 年から 2016 年までは一定の

線形的な変動となっていたことが確認された。従来のグリッドを用いた手法，および三角網を用いた

手法から推定したひずみ速度場から，1993-1995 年の膨張イベントおよびその収縮域と一致するカルデ

ラ中心部において，1ppm/yr を超える収縮が捉えられた。また，三角網を利用して速度のデータ補間を

行うことで再推定したひずみ分布からは，カルデラ南西部での北北東-南南西から北東-南西方向に右

横ずれの軸を持つ 1ppm/yr 以上の大きな最大せん断ひずみの存在が明らかとなった。この地域は，過

去に M6クラスの地震を発生させた領域とも重なるため，捉えたせん断ひずみが弾性的に蓄積されてい

るとすれば，この地域が現在も地震発生ポテンシャルを維持している可能性を示唆する。得られたひ

ずみ場から，今後のモデル化には，これまでに得られたカルデラ下の不均質構造のもとで，プレートの

沈み込みに伴う広域の北東-南西方向の短縮に加え，カルデラ内や周辺の火山性の力源の考慮が必要で

あることを把握することができた。（九州大[課題番号：2201]） 

九州： 

 現在の地殻変動状態の長期間にわたる詳細な把握は，応答特性を知る上で重要である。そこで，今年

度もGNSSによる観測を継続した。九州全域における変位速度場，ひずみ変化の定常状態を調べるため，

豊後水道で発生した 2010 年２月から 10 月のスローイベントの影響を除いてこれらを計算した。その

結果，大分県付近に高い最大せん断ひずみ速度域が分布していることがわかった。昨年度に実施した

2011 年東北地方太平洋地震の地震時の変位速度の空間分布と比較すると，前弧域に位置する大分県付

近に高い最大せん断ひずみ速度領域が存在する点が異なっていた。これは，地殻の弾性応答が数年ス

パンの定常変動と異なることを意味し，今後のモデリングにとって重要な意味を持つと考えられる。

（九州大[課題番号：2201]） 

 

変形・流動場： 

 島弧リソスフェアの粘弾性変形を含む流動－変形場の理解は本研究計画における一つの重要な柱で

ある。粘弾性層を含む系で数値計算を試みると，粘弾性層の名目的な緩和時間（Maxwell 緩和時間τ；

粘性率と剛性率の比で定義される）よりも実際の緩和には遥かに長い時間を要したり，粘性緩和によ

る変動のセンスが途中で入れ替わったりなど奇妙な振る舞いをすることが知られている。本研究では，

その原因を理論的に明らかにした（Fukahata & Matsu'ura, 2017）。表層弾性体－下層 Maxwell粘弾性

体の半無限２層平行成層という非常にシンプルな系においても，実は粘性緩和は異なる３つの時定数
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の和として解析的に表現される（Matsu'ura et al., 1981）。今年度の研究により，それらの緩和時定

数が一部を除き空間波数に依存して大きく変化することが分かった。このように，複数の緩和時間が

存在し，そのそれぞれが空間波数に依存することが複雑な挙動の原因である。各緩和時定数の重みを

空間波数の関数として表すと（図６），緩和時定数の重みが何桁にもわたって変化していることが示さ

れた。例えば，非常に長波長（数百ｋｍ以上）の水平変位については，τ= 4.6 年にも拘わらず，実際

には数百年以上もの時間が粘性緩和にかかることを示している（図６，左上・左下図）。垂直変位につ

いても，50 - 100 km の波長の変形が，100 年以上の実効的緩和時間を持つことが分かる（図６，右上

図）。このことが，実際の緩和時間が名目的な Maxwell 緩和時間 τ よりもずっと長くなることの原因

である。（京大防災研[課題番号：1905]） 

 

断層の詳細構造： 

 地震の震源分布からの断層形状の推定について，稠密な地震観測データ，手法の高度化などにより

大量のイベントが検出され，より詳細な形状が明らかにされるようになってきた。 

 2011 年東北沖地震後に山形県と福島県の県境で発生した群発的地震活動域直下では，明瞭な反射面

が確認された。このような反射面は，地殻流体の存在を示唆する。高精度の震源再決定によりこの山形

-福島県境付近の地震活動には明瞭なマイグレーションが認められ，深部から浅部に向かう地震活動が

見出された。震源はさらにいくつもの面上に分布しており，しかも，その面の傾斜・走向は，その面に

属する地震の発震機構解の一つの節面の傾斜・走向とよく一致しており，これらの「面」が弱面として

使われて地震が発生したことを強く示唆する。さらに東北沖地震直後の 50日間とそれ以降では，規格

化された摩擦係数・応力降下量・b値・背景の地震発生レート等が大きく異なっており，初期の頃の地

震活動は間隙圧の上昇による強度低下によって生じたことが強く示唆される。（東北大[課題番号：

1204]）。 

 

プレート間相対運動の分配の推定 

西南日本活動期のシミュレーション： 

 本研究では，西南日本内陸における応力場の変化や内陸活断層におけるクーロン応力を計算機上で

モデル化することで，南海トラフ巨大地震と西南日本内陸地震の活発化・静穏化の因果関係を解明す

ることを目指している。計算にあたっては，南海トラフにおける固着と滑りや，東北日本と西南日本間

の東西圧縮，内陸活断層におけるすべり相互作用を考慮する。そのすべり相互作用の計算に必要な実

データに即した断層ジオメトリの設定のために，前年度に引き続き，ブロック断層モデルを用いた地

殻変動のモデル化を行った。本年度の主な改良点として，ブロック内での一様な非弾性変形を考慮し

てモデル化を行った点があげられる。 

 図７にシミュレーションの結果を示す。推定されたブロック相対運動と内部変形速度（青矢印）を見

ると，北陸ブロック(HO)，中部ブロック(CH)，琵琶湖ブロック(BI)，大阪ブロック(OS)，四国ブロック

(SH)，九州中部ブロック(CK)で，10nanostarin/yr 以上の顕著な内部変形が生じていることが推定され

た。これらは，ブロック内部にある活断層や微小地震活動に表されるような変形が，内部一様非弾性変

形として推定されていると解釈される。また，内部変形を考慮すると，ブロック境界における相対変位

速度が小さくなる傾向があり，中央構造線，濃尾断層帯，糸魚川-静岡構造線断層帯に相当する境界で

はそれぞれ，3-9mm/年，1-2mm/年，1-5mm/年と推定された。これらは，地質学的なすべり速度とほぼ一
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致する。それ以外の活断層に対応するブロック境界では，依然として本研究による測地学的変位速度

が地質学的変位速度を上回る場合が多いが，ブロック内部変形を考慮することの重要性が明らかとな

った。（京大防災研[課題番号： 1907]）。 

 

間隙流体圧場： 

 地震メカニズムトモグラフィー法（Terakawa et al., 2010, 2014）により，御嶽山周辺域の間隙流

体圧分布を調べた。これまでに，御嶽山周辺域の間隙流体圧分は，日本列島全域を対象とした空間解像

度 20 km 程度の広域応力場（Terakawa & Matsu’ura，2010）を基に，名古屋大学の臨時地震観測（2009

年 8-11 月，2010 年 6月-11 月，2011 年 6-11 月）及び定常地震観測（2012 年 5-8 月）で得られた地震

のメカニズム解から推定されている（Terakawa et al., 2013）。しかし，数 km程度の解像度で間隙流

体圧分布を求めるためには，より高解像度の応力場が必要である。 

 本研究では，名古屋大学の定常地震観測で得られた地震のメカニズム解（解析期間 1：2012 年 5 月

～2014 年 7月， M > 1）から推定された解像度 2-5km程度（以後，解像度 5 km と省略する）の地域応

力場（Terakawa et al., 2016）を用いて，Terakawa et al. (2013)と同じデータセットから間隙流体

圧場を推定し，参照した応力場の違いによる間隙流体圧場の推定結果への影響を調べ，背景応力の推

定が推定値に及ぼす重要性を指摘した（Terakawa, 2017）。 

 図８に，推定された御嶽山周辺域の 3D間隙流体圧場（Terakawa, 2017）を示す。2009 年 8月～2012

年 8月（解析期間１）の各メカニズム解に対して，震源域の応力場を推定誤差の範囲で変動させ，その

イベントを引き起こした平均的な間隙流体圧レベルを見積もり，これらをデータとすることで簡易的

に応力場の推定誤差を考慮した間隙流体圧分布の推定を行った。この結果，御嶽山の北麓に 50±20 MPa

程度，東麓に 30±10 MPa 程度の間隙流体圧場の高まりが存在した可能性があることがわかった

（Terakawa, 2017）。 

 更に，2012 年 9 月～2014 年 7 月（解析期間 2）のデータを用いて，同様の FMT 解析を実施した。こ

の解析期間 2においても，東麓に 15±5 MPa 程度の間隙流体圧場の高まりがあり，深い領域（深さ 7.5 

km）で明瞭であることが確認された。これらを比較すると（図９），本研究の結果，東麓では，少なく

とも 5 年間に亘って高圧な間隙流体圧場が維持されていることがわかった。このような高圧流体が活

発な微小群発地震活動を継続させる重要な原因になっている可能性がある。また，本研究で比較的に

安定した間隙流体圧の高まりが推定された位置では，これまで別種のデータと手法による解析・分析

からも流体の存在が指摘されてきており，本手法による解析結果の妥当性を指示するものである。（京

大防災研[課題番号：1907]）。 

 

噴火発生場： 

九重火山 

 2015 年 9 月初頭から 10 月末日までの期間におこなった電磁場の連続観測データを用い 2 次元比抵

抗構造解析を行い，地下比抵抗分布を求めた。この結果，硫黄山の直下に非常に低い抵抗値を示す低比

抵抗帯，またその下位に 100Ωmを超える比較的高い比抵抗値を示す領域が存在し，浅部の低比抵抗帯

がこの高抵抗域に沿って南北に広がっていることが示された。これは地下から供給される火山ガスの

溶存成分を豊富に含む地下水が九重火山浅部に存在し，これがその下位の緻密な岩体に沿って，天水

による希釈を受けながら流下していることが示唆される。 
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阿蘇火山 

 阿蘇では水準測量，GPS 観測などの結果から草千里の地下に圧力源が求められており，これが阿蘇火

山のマグマだまりであると考えられている。地殻変動データの解析によるマグマだまりにおける体積

変化と火山ガス放出によるマグマ消費量の見積から，マグマだまりからの H2O 放出による体積減少を

見積もった。阿蘇中岳火口から放出される高温火山ガスの H2O:SO2=のモル比は約 50:1，重量比でH2O は

SO2の 14倍であると仮定すると，気象庁による中岳火口からの SO2放出質量の観測から，火山ガスによ

り放出される H2O の質量が推定できる。そこから H2O放出によるマグマ体積変化のおおまかな推定を行

った結果，マグマ供給量は，静穏期(2004.9 – 2008.9)で約 0.7 x106 m3 / year，2014 年噴火の直前で

3.78 x106 m3 / year，2015 年 9月の噴火直前で 2.20 x106 m3 / year，2016 年 10月の噴火直前で 2.95 

x106 m3 / year であると試算された。（九州大[課題番号：2201]） 

 

地震火山相互作用： 

 昨年度に引き続き，室内間欠泉における微動のメカニズムの解明に関する研究を行った。気泡生成・

離脱・上昇に伴う間欠泉流体系の振動の励起メカニズムを解明するために，液柱の振動とチャンバー

内圧の振動の同時観測を実験的に行った。実験結果から，液柱高さのスペクトル変化は，間欠泉噴出の

終了から開始までに現れるチャンバー内圧のスペクトルの系統変化と一致すること分かった。また，

液柱の高さ変動は，チャンバー内圧力の変動と半周期ずれることが明らかになった。このチャンバー

内圧と液柱高さの相関を説明するモデルを提案し，そのモデルから，これらの振幅比は，チャンバー内

流体の実効的体積弾性率と液柱断面積の積をチャンバー体積で割ったものに等しくなることがわかっ

た，このことから噴出の準備期間で現れる火山性微動周波数の系統的長周期化は，体積弾性率の系統

的減少で説明できることがわかった。このことを天然の火山性微動に適応すると，火山性流体の実効

的体積弾性率すなわちガス量の推定が可能となる。（九州大[課題番号：2201]）。 

 

（4）地震現象のモデル化 

ア）構造共通モデルの構築 

 構造共通モデル（コミュニティモデル）は，シミュレーション研究などでの活用をめざし，従来まで

に得られているさまざまな情報から作成される統一的な構造モデルである。既往の成果を可能な限り

収集・整理し，下記の 6つの要素についてのデジタルモデル（grid データ）の構築を進めた（地震研

[課題番号：1505]）。 

(1) 地形・海溝軸モデルの構築 

(2) プレート境界モデルの構築 

(3) 日本列島及びその周辺の震源断層モデルの構築 

(4) 日本列島下のモホ面及び脆性・延性域境界モデルの構築 

(5) リソスフェア・アセノスフェア境界の構築 

(6) 日本列島下の岩石モデル・レオロジーモデルの構築 

 

 以下には，(1)を除く項目について，詳述する。 

(2) プレート境界モデルの構築 

 日本列島周辺域プレート境界モデル (Regional Model)の修正 
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 日本列島周辺においては，様々な地球物理的観測・解析が行われており，広域モデルより高精度のプ

レート境界位置が求められている。前年度までの作業を元に，今年度はプレート境界位置の修正及び

フィリピン海プレートの，太平洋プレートとの接合部の形状モデルの検討を行った。また，関東域にお

ける構造探査を元に，同地域の複雑なフィリピン海プレート形状の再定義を試みた。このモデルでは，

伊豆半島北部から北西方向に顕著な屈曲が見られ，今後の詳細な検討が必要である。 

 また，前年度までに決定した太平洋プレート及びフィリピン海プレートモデルについて，下記のサ

イトからの公開を開始した． 

http://evrrss.eri.u-tokyo.ac.jp/database/PLATEmodel/ 

（地震研[課題番号：1505]） 

 

(3) 日本列島及びその周辺の震源断層モデルの構築 

 中国・四国・近畿地域において，これまで実施された主な反射法地震探査データを収集するととも

に，活断層に関する変動地形・第四紀地質学的データを説明する活断層の幾何学的形状を推定した。こ

のような地質学的データ・解析に基づき断層面の傾斜を推定すると共に，Hi-net の地震活動データに

基づく D90 から求められた地震発生層の厚さや，断層深部の地震活動を用いて，中国・四国・近畿地域

の内陸活断層について，震源断層モデルを推定した。（地震研[課題番号：1505]） 

 

(4) 日本列島下のモホ面及び脆性・延性域境界モデルの構築 

前年度までに，日本列島下のモホ面に関する既往成果の収集を図り，そのgridデータ化を行ってきた。

前年度の 3 月からその詳細な比較検討を開始しているところである。既往成果間には，場所によって

少なくとも 10km 以上の違いのあることは注意すべきである。本研究のモデル領域全体にわたる Moho

面分布を作成することとし，そのための program 開発を行った。そのテストとして，日本列島周辺域

の Moho 面データとして global な Moho 面モデル(crust1.0, Laske et al., 2013)を用い，Katsumata 

(2010)による列島下のデータと滑らかに接続して，本研究のモデル領域全体にわたるモホ面モデルを

提出した。 

 脆性・延性域境界については，日本列島の外側のデータがない。そのため，Katsumata (2010)による

コンラッド面分布と crust1.1 モデルを結合した，モデル領域全体のコンラッド面モデルを作成した。

（地震研[課題番号：1505]） 

 

(5) リソスフェア・アセノスフェア境界の構築 

 ベイズ統計に基づくレシーバ関数のインバージョン手法を導入することで，リソスフェア・アセノ

スフェア境界（LAB）の深さ，およびその誤差を推定することを目指した。F-net 観測点へ本手法を試

験的に適用した結果，LAB を検出できる見込みがあることが分かった。2013 年から文部科学省委託研

究により，大和海盆において海底地震計を用いた自然地震観測が行われている。同海底地震計のデー

タにインバージョン手法を適用したところ，深さ 70ｋｍ程度に LAB がある可能性が示唆された（地震

研[課題番号：1505]） 

 

(6) 日本列島下の岩石モデル・レオロジーモデルの構築 

 地殻深部に由来する岩石の弾性波速度に基づく日本列島周辺の地殻構成岩石モデルについては，こ
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れまでの研究成果を公表論文として整理した。一方で，地殻構成岩石モデルからレオロジーモデルに

発展させるためには温度構造を制約する必要がある。地殻深部やマントル由来の岩石の弾性波速度の

温度微分係数は，地殻深部〜マントルの温度構造のゆらぎを推定する上でも重要である。本年度は，地

殻深部〜マントルの温度に相当する高温高圧（最大圧力 1.0GPa，最高温度 800℃）条件で，隠岐捕獲岩

のパイロキシナイトの弾性波速度を測定し，その温度微分係数を求めた。これまでの実験結果との比

較については今後検討する予定である。（地震研[課題番号：1505]）。 

 

イ）断層滑りと破壊の物理モデルの構築 

 断層滑りの物理モデル構築のためには断層周辺の応力や強度の振る舞いを知る必要がある。本年度

においては，室内実験および観測・観察から，これらの基本的な挙動についての解明が進展した。 

 

地殻強度低下メカニズム 

 地震メカニズムトモグラフィー法（Terakawa et al., 2010, 2014）により，御嶽山周辺域の間隙流

体圧分布を調べた。名古屋大学の定常地震観測で得られた地震のメカニズム解（2012 年 5月～2014 年

7月， M > 1）から推定された解像度 2-5km 程度の広域応力場（Terakawa et al., 2016）を用いて， 

Terakawa et al. (2013)と同じデータセットから間隙流体圧場を推定した。その結果，間隙流体圧の

レベルが静水圧状態を 10-30 MPa 程度上回るという結果が得られた。また，基にした応力場の空間分

解能の違いによる間隙流体圧場の推定結果への影響を調べ（Terakawa et al., in prep.），より高解

像度の応力場を基にした結果の方が高い信頼性を持つことがわかった。（京大防災研[課題番号：1907]）。 

 地殻流体と地震火山相互作用を考える上で，深部低周波地震は重要な研究対象である。本年度は東

北日本の 10か所を対象に，地震波形のコヒーレンスを用いて地震のグループ化を行い，震源分布との

対応を調べた。グループ化の結果，低周波地震の波形には，低周波地震共通のメカニズムによる振動，

発生地域の特徴を反映した振動，個々の震源の特徴を反映した振動が重なり合っていることが判明し，

流体分布や構造との特徴の把握の重要性が示唆された。（弘前大[課題番号：1101]） 

 

岩石の変形特性に及ぼす高間激水・フュガシティの効果 

 これまで，下部地殻を構成する主要構成鉱物である斜長石多結晶体の塑性流動強度に及ぼす水の効

果を明らかにすることを目的とした実験を行ってきた。今年度は，これまで歪量が不十分であった封

圧 1GPa の追加実験を行い，またこれまでの実験の回収試料について赤外分光法により含水量の測定を

行った。含水量と強度の関係を見ると，含水量が増えるほど強度が低下することがわかった。今後は，

もっと長い変形時間での含水量と時間の依存性を調べる必要がある。また，フュガシティと強度の関

係を調べることによって，既存の構成則（Rybacki et al., 2006;, Rybacki and Dresen, 2000) の予

測より弱化していることを昨年度に報告したが，今年度，Kido et al. (2016) の方法で応力補正を行

うと，さらに強度が低くなることがわかった。（東北大[課題番号：1204]）。 

 

CT 観察による地殻流体の実態の把握 

 これまでの一ノ目潟捕獲岩の研究により，水に富む玄武岩（H2O 3wt%以上)の下部地殻における結晶

分化作用によって，角閃石斑れい岩を主とする沈積岩が生成されていることがわかった。下部地殻相

当の圧力下に高含水量のマグマがあれば，SiO2の低い角閃石・磁鉄鉱が多く分別して，SiO2の高い珪長
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質（花崗岩質）マグマが，効率的に生成する（親マグマの 25%）。つまり，下部地殻は平均的には斑れ

い岩質でも，部分的には石英に富む（20-25vol.%）花崗岩質マグマ溜りが存在してよいことになる。そ

のようなマグマが固結すると，大量の H2Oが分離するため，これが下部地殻での低周波地震や上部地殻

での地震発生を促進する可能性が考えられる。（東北大[課題番号：1204]）。 

 

地震発生帯における地殻流体の熱力学情報の精密化と実フィールドでの検証 

 地震発生時には断層面の近傍で破砕が生じ，間隙圧が急減することが期待される。これに伴う水-岩

石相互作用で，亀裂が修復されるのか，それともより拡張されるのかを理解することは，地震発生サイ

クルを理解するうえで重要である。本年度はまず昨年度定式化した 1 m NaCl 溶媒の見かけの比誘電

率の式を，4 kb（400 MPa）まで拡張した。これにより深さ 10 数 km の静岩圧下の塩水と鉱物（岩石）

の相互作用の解析が可能となった。これを用いて，地震性断層運動などで考えられる急激な亀裂の形

成・発達による流体の断熱（等エンタルピー）的な減圧に伴う石英と方解石の沈殿／溶解量をシミュレ

ートした。地温勾配により 200 ℃から 450 ℃の深さにあった流体の静岩圧から静水圧への断熱減圧で

は，石英は減圧により沈殿を生じ，温度が高いほど（深部になるほど）沈殿量が多くなる。これに対し，

方解石は水では石英と同様の沈殿傾向を示すものの，350-400 ℃付近では減圧により溶解が進むこと

が分かった。（東北大[課題番号：1204]）。 

 

地熱流体と内陸地熱誘発地震 

 地殻内に剪断破壊等が発生すると，例えばプルアパートのような空間が発生する。この空間は，いわ

ば真空状態であり，断層内などに蓄積されていた流体がこの真空空間に噴出し，沸騰する。この現象

（Flash Vaporization）は，地殻流体の減圧沸騰-断熱膨張-冷却-熱応力の発生-熱破壊の一連の現象

を引き起こす。このことを実験的に明らかにするため，超臨界状態にある岩石の急減圧実験を行い，岩

石内の亀裂の形成を引き起こすともに，実験後の弾性波伝播速度の計測を行った。この結果，急激な減

圧により岩石は破壊し，伝播速度はなんと水中の伝播速度（1.45km/s）と同程度となった。すなわち，

熱応力破壊により，粒界が開き，弾性波伝播速度の急激な減少を引き起こすとともに，この急減圧を複

数回繰り返すことで，亀裂が進展する。この亀裂進展の様子をＸ線 CT画像により確認することができ

た。すなわちこれは地震による岩石の脆弱化のアナログ実験と考えることができる。（東北大[課題番

号：1204]）。 

 

地震断層すべり物理モデルの構築 

 これまでの研究により，内陸地震発生域の強度は差応力で数十 MPa 程度しかないことが明らかにな

ってきた。特に群発地震では地震活動のマイグレーションが見られることから，この低強度をもたら

した原因として，流体による間隙圧の上昇が第一に考えられる。これらの水は下部地殻をこれまで知

られていた以上に軟化させる可能性が高いことも明らかになってきたため，下部地殻で局所的に水が

多ければ，その上部地殻には応力・歪を集中しやすくなると期待される。マントルから供給された含水

量の多いマグマが分化していくなかで SiO2 が濃集していき，中部地殻付近でマグマから水が分離して

いく過程も明らかになってきた。さらに，高間隙圧を作り出す地下での石英や方解石の沈殿プロセス

も明らかになって来ており，島弧における地震断層すべりの物理モデルが次第に構築されつつある。

（東北大[課題番号：1204]）。 



- 98 - 
 

 

含水岩石物性（クラック密度とクラック連結度）： 

（１）アルミナ多結晶体を用いたクラック・パーコレーションの検証：細粒アルミナ焼結体を用いて，

どのくらいの量のクラックが存在すると連結経路が形成されるかを調べた。出発試料には空隙がほと

んど存在しないが，1800-1900℃の高温で 5-50 時間焼鈍して粒成長させ，熱クラックを生じさせた。

平均粒径の大きい試料ほど弾性波速度の大きな低下が見られ，SEM によっても粒界クラックが観察でき

た。ただし，電気インピーダンス測定からは，連結に必要なだけのクラック量はまだ形成されていない

と考えられる。 

（２）電気伝導度と弾性波速度の同時測定によるクラック連結度の研究：電気伝導度と弾性波速度の

同時測定によってクラックの連結度を調べた結果，花崗岩はクラックのパーコレーションに関係する

大きな電気伝導度変化を示した。クラックがほぼ閉じるような高封圧下での電気伝導度は，試料によ

って大きく異なっており，この違いは粒界の微細構造の違いを反映しているのではないかと考えてい

る（京大防災研[課題番号：1905]）。 

 

断層周辺の流体挙動 

 アクロス連続運転による野島断層近傍の地震波伝播特性の測定 

 アクロス震源と 800ｍ孔底地震計の間の伝達関数から P 波および S 波の走時と振幅の経年変化を推

定した。P 波および S 波の走時の経年変化は，1999 年～2018 年にかけて，S 波については約 2 ms（2 

ms / 500 ms = 4 ‰）程度速くなる傾向があり，P波については約 4 ms（4 ms / 250 ms = 1.5 %）程

度速くなっていた。この結果は，長期的に，断層近傍でのクラック密度の減少による地震波速度の増大

（強度回復）が起こっていたことを示唆している。ただし，観測開始当初の 1999 年から 2000 年にか

けては，特に P波で走時が増大（速度が減少）していた。 

 2011 年以降の実験で，S 波走時の変化が小さい一方で P 波走時が速くなっている原因として，例え

ば，これらの期間ではクラック密度は変化しないままクラックの水飽和率が増加した等，水の動きが

関与している可能性も考えられる。（京大防災研[課題番号：1906]）。 

 

3．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

 (4) 地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化 

 内陸地震研究を進める中で得られた情報を即時予測手法の高度化にフィードバックすることは，き

わめて重要である。まず，昨年度に引き続いて，輻射伝達理論に基づく Multiple Lapse Time Window 

法によって，九州地方の散乱減衰と内部減衰の同時推定を行った。昨年度に開発した，不均質減衰構造

を考慮した地震動即時予測プログラムを用いて，2005 年 3 月に発生した福岡県西方沖の地震(Mj7.0)

について地震動即時予測シミュレーションを行った。結果は熊本地震の場合と同様に，不均質な減衰

構造を考慮することによって震度予測精度の RMS 値が約 10～15%改善することが確認できた。福岡県

西方沖の地震のシミュレーション結果を検討すると，不均質構造を考慮することにより九州中部など

の強減衰領域での予測精度が向上する一方，震源からみてその強減衰領域の影となる地域でやや予測

精度が悪化しているようである。この予測精度の悪化は，2次元空間の仮定の下で行っている地震動予

測シミュレーションと実際の 3 次元空間の波動伝播の違いによる可能性があるため，内部減衰と散乱

減衰の 3次元不均質構造推定に取り組むこととした。Eulenfeld and Wegler (2016)と Takeuchi (2016)
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の定式化を活用して 3 次元不均質構造を推定したところ，解像度の詳細な検討が必要であるものの，

九州中部で内部減衰・散乱減衰が共に深さ依存性を持つような結果を得ることができた。福岡県西方

沖の地震のシミュレーション結果は不均質構造の 3 次元性を考慮する必要性を示している可能性があ

る。(九州大[課題番号：2935]）。 

 

4．研究を推進するための体制の整備 

（2）研究基盤の開発・整備 

ウ. 観測・解析技術の開発 

 レーザー技術を用いた大深度ボアホール観測装置： 

レーザー技術を利用した変位センサーを製作し，所期の高い検出性能を確認した。また，これまでに地

震計およびレーザー干渉計部分の高温試験を実施し，後者については光学素子の保持部材として高温

用バネ材であるインコネルが有効であり 340℃においてもレーザー干渉計が機能することが確認され

ている。今年度はこれらの結果の検討および，光ベースの大深度ボアホール用地震地殻変動観測装置

で必要となる光ファイバー長距離伝送の基礎実験を実施した。 

 300℃を超える温度で，インコネルを用いた光学部品の保持機構で干渉信号が適正に得られることを

示したが，冷却時に光軸ずれが発生した。また加熱の際も常温での干渉計コントラストからの若干の

低下が認められた。いずれも光ファイバー保持部の温度サイクルによるずれと考えられたため，その

要因を考慮して，振動検知部も含めた高温地震計の設計を進めた。 

 また，装置を大深度ボアホールに設置した場合を想定した，光ファイバーによる信号の長距離伝送

の実験を行い，信号劣化等の評価を行った。これは課題 1506 と連携し，東北大学電気通信研究所で開

発された通信波長帯の 1550nm 光源を 26km の伝送路で小型絶対重力計に導入し，測定値の誤差などを

評価した。その結果，重力の計測値は数メートル長の光ファイバー伝送の場合と比べ，少なくとも 7桁

のレベルでは特段の誤差は認められず，通常の地震観測には影響がない誤差のレベルであることがわ

かった。光アンプを用いた増幅後も劣化はなく，～30km の距離の光ファイバー伝送については大きな

問題が伴わないと見込まれた。（東大地震研［課題番号：1522］）。 

 

精密制御震源システム： 

 第２世代震源装置について，基礎の周辺地盤が損傷して異常振動を起こしていたことが判明したの

で，本格的な補修を行い，補修の効果を検証した。また補修した基礎に，九州大学が第２世代震源装置

として新たに作成した小出力の震源を設置して動作試験を行った。また，平成 29 年 12 月より，補修

した震源を用いた長期間の連続運転を開始した。補修後はＺ方向とＹ方向の振幅がほぼ一致し，20Hz

まで問題なく計測が可能になったことが示された。なお，低周波側で計測値が乱れたが，これは振動計

測にノイズが混入したことによるものと考えられる。（名大[課題番号：1705]）。 

 

地殻流体の連続化学観測： 

 29 年度は 28年度に引き続き，装置の耐久性の確認を実施し，野外における連続運転に関連して発生

する問題点を解決した。また，観測データの変動成分について情報を蓄積した。28 年度に見いだされ

た，溶存ガス中のN2-He-Ar三成分比が，マントル起源ガスと大気起源ガスの混合線上を時間変化する，

というデータが，29 年度も引き続き確認できた。この中で，地下水溶存ガスの分離に用いる分離装置
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の高度化を図ると共に，溶存ガス濃度および組成の高精度分析を行う方法を確立した。（東大理[課題

番号：1401]）。 

 

これまでの課題と今後の展望 

 これまで，内陸地震による災害軽減に資するために，全国の大学および関係機関は協力して，地震の

発生場や発生機構を解明し，発生予測へ向けた観測・研究を順調に進展させた。また，それらの成果を

発信し，災害誘因の評価・予測研究への橋渡しするための研究も進められるようになった。 

 今年度は昨年度に発生した熊本地震に関する詳細かつ多岐にわたる調査から，いくつかの重要な成

果が上がるとともに問題点も投げかけられた。熊本地震を引き起こした断層群は複雑な形状を持ち，

地震前の応力場に従って地震時にすべりが発生しており，地震前の応力状態を把握することでより現

実に近い強震動予測が可能となることは示されたものの，その発生メカニズムや断層の発達過程につ

いては解明が待たれる。特に，M6.5 の最大前震と M7.3の本震の連動メカニズムについては全く解明が

進んでいない。この点については，速度，比抵抗構造に基づいて断層を取り巻く地殻の物理・化学的状

態を明らかにした上で，強度弱化や応力集中メカニズムをモデル化する必要がある。そこに，断層周辺

域の応力載荷プロセスを考慮したシミュレーションをおこなうことによって，初めて予測に資するこ

とが可能となるが，現状ではその実現は容易ではない。しかしながら，これらを目指して現在の内陸地

震発生域においてそれぞれのパラメータを精度よく推定し，結合していく観測研究をより一層推進す

る必要性がある。 

 地震発生から６年が経過し，地震活動・応力場などの時間的変化が検出しうる段階に至っている 2011

年東北地方太平洋沖地震に伴う地殻応答を対象とした研究に対しては，高精度の観測を継続すること

で，いわゆる”絶対応力問題“の解決に挑む必要がある。また，誘発地震の発生と地殻流体の関係，余

効変動場の空間的不均質性への粘弾性構造の影響，震源メカニズムを用いた応力場の時空間特性，な

どの内陸地震発生に影響を与えるパラメータの推定につながる観測研究やモデル研究を引き続き実施

することが必須である。 

 内陸地震発生域において，下部地殻をも含めた地殻構造や地殻流体との関係を検討するためのデー

タの整理を開始し，個別の断層の特徴が速度などの構造パラメータによって規定されている結果も得

られつつある。今年度は特に流体供給を示唆する構造検出や流体圧の大きさ推定がなされている。こ

れらの結果と実験・シミュレーション研究の融合をさらに推し進め，低地震波速度・低比抵抗領域と流

体との関係，流体圧と地震活動の関係を定量的に比較していく必要がある。特に大すべり域や余震，誘

発地震域と流体圧の関係を統一的に説明できる物理モデルを構築していくことが重要である。また，

断層への応力集中機構に大きな役割を果たす地殻の弾性・非弾性構造の検出やモデル化を進め，様々

な条件下での地殻の応答特性の解明を進める必要がある。 

 地震発生ポテンシャルについて，地震断層のみに着目するのではなく，領域に対するポテンシャル

を評価することもひとつのアプローチであると考えられる。GNSS や地震活動，活断層の情報をもとに

地域区分を行い，そこでのポテンシャル評価をおこなうのも重要な方向性であろう。そのためにも網

羅的な活動監視や均質な構造推定を進める必要がある。さらに，地震のソースフォルト推定の緻密化

を目指した研究が必要である。地震波速度，比抵抗構造，重力，地質等のさまざまなデータを統合し，

着実にコミュニティモデルの構築を進めることが重要である。 

 内陸地震研究からは，詳細な地震波速度・減衰構造や比抵抗構造，応力場などのアウトプットが得ら
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れつつある。これらのデータを地震発生予測や災害誘因予測研究で活用するために，内陸地震研究か

ら得られる結果を，予測研究で活用できるよう，関連部会との連携体制を継続することが求められる。

また，得られたデータや構造を関連研究者が広く活用できる道筋を確立することが急務であろう。 

 内陸地震発生メカニズムの物理モデル構築には多くの課題が残されているが，それらを解決してい

く過程で得られたさまざまな情報を整理して発信することが必要である。特に，今年度から進めてい

る，地殻構造と地震活動との関連性に関する研究を深化させるため，統計的手法による地震発生予測

研究，災害即時予測研究との連携を強めていくことが必要であろう。 
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図 1．A) 発震機構解から推定した応力場と本震断層面から求められた，応力場から期待されるすべ

り方向と Asano & Iwata,（2016)による地震時すべりと，断層面と応力場に対する最適方向のずれを

示した図（赤がずれの大きい部分）。（B）断層面沿いの P 波速度構造。プロットしているのは熊本地

震前の震源(上）と発生後の震源（下）。（九州大[課題番号：2201]）。 
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図 2．熊本地震の 1 年間の余効変動。（左）観測値。（中央）粘性緩和による変動。（右）余効滑りによ

る変動。（国土地理院[課題番号：6001]）。 
 

 
図 3．東北沖地震後に活発化した内陸群発震源域での応力場。 
各領域の M2 以上の地震の累積個数と，2011 年（左）・2016 年（右）の応力場（赤：σ1, 緑：σ2，
青：σ3）の 95%信頼区間を示す。（東北大[課題番号：1203]）。 
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図 4．2016 年鳥取中部地震の余震域南端付近における P 軸および T 軸の方位分布 
深さ 5km 水平面から 0.5km 以内，メカニズム解の精度が比較的高いもののみ(Kagan 角で 60 度以内)
のみを示す。P 軸の丸印の色は P 軸の plunge，T 軸の丸印の色は，最適なメカニズム解の 2 つの節面

に対する本震のすべりによる応力変化(dCFF)の大きい方を表している。（京大防災研[課題番号：1907]）。 
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図 5．2008 年岩手・宮城内陸地震の特異な余震と応力場と Vp/Vs 比構造の比較。 
南北圧縮の逆断層型（黄色）と横ずれ断層型（紫色）の余震の発震機構解の分布，Okada et al. (2012) 
による Vp/Vs 比，Yoshida et al. (2014)による本震後の応力変化の分布を重ねて示す。線分は，差応力

変化が 5 MPa 以上の応力変化の分布を表す。σ1 の方向を水平面に正射投影して示し，色が差応力の

大きさ（MPa）の常用対数を表す。黒線はカルデラの分布（布原・他，2010）を示す。（東北大[課題

番号：1204]）。 
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図 6．各緩和時定数の重みは，係数 aikm で表される。この図は，その係数の大きさの空間波数依存性

を示している。係数の大きさが桁で変わることに注意（右下のカラーバーがスケール）。紫や赤の部分

が，粘性緩和において主要な役割を果たす。 つまり，非常に長波長（数百ｋｍ以上）の水平変位につ

いては，τ＝4.6 年にも拘わらず，実際の緩和には数百年以上もの時間がかかることが分かる（左上・

左下図）。垂直変位についても，５０〜１００ｋｍの波長の変形が，100 年以上の緩和時間を持つこと

が分かる（右上図）。実際の緩和には名目的な Maxwell 緩和時間τよりもずっと長く時間がかかるこ

との原因である。ただし，なぜ緩和時定数が３つあるのか，またなぜそれらに波数依存性があるのかと

いう問題については，数学的には非常に明らかであるが，物理的に説明することはなかなか難しい。

（京大防災研[課題番号：1905]）。 
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図 7．海陸地殻変動データからブロック断層モデルを用いて推定されたブロック間相対運動。数字は，

相対運動速度（mm/yr）を表す。（京大防災研[課題番号：1907]）。 
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図 8．御嶽山周辺域の 3D 間隙流体圧場（Terakawa, 2017） 
(a) 深さ 5 km での間隙流体場，(b) 深さ 7.5 km での間隙流体場，(c) 深さ 5 km で推定誤差分布，(d) 
深さ 7.5 km で推定誤差分布。(c)及び(d)の白丸は，解析に用いたデータ（各水平面から 1.25 km 以内

のもの）を示す。☆は 1984 年長野県西部地震の震央を示す。矩形 A−C は，解析期間（2009 年 8 月～

2012 年 8 月）において間隙流体圧場の高まりがあった可能性がある領域を示す。（京大防災研[課題番

号：1907]）。 
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図 9．御嶽山周辺域での間隙流体圧場の時間変化（Terakawa, 2017） 
赤線と青線は，それぞれ 2009 年 8 月～2012 年 8 月と 2012 年 9 月～2014 年 7 月のデータによる結果

を示す。(a)−(f)，カラーの網掛け領域は図 16 と同様である。（京大防災研[課題番号：1907]）。 
 


